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●はじめに～ 

 

ただいまご紹介あずかりました、鉄道局次長の田端でございます。今日は、海事・観光立国フォーラ

ムで冒頭 3、40 分程度少しお話させて頂く機会を頂きましたこと、まずはもって感謝申し上げたいと思

います。私、実は鉄道局次長というところの役職からいくと新幹線の関係は大変関係は多ございますが、

この物流と観光の発展に向けてというと、ややちょっと違ったポジションではございますが、小幡会長

から『前に観光庁にいたんだからちゃんと盛り上がる話をしろ』とこのようなご命を頂いておりますの

で、少し観光庁の皆さんに資料その他何かを作ってもらいました。それを含めてお話をさせて頂きたい

と思います。なお、資料はお手元にもペーパーでもありますが、このパワーポイントと言いましても、

文章をただパワーポイントにしたような、文書だらけなんで、飛ばし飛ばし進めていきたいと思ってお

ります。よろしくお願い致したいと思います。 

 

～馴染みの深い青森～ 

 

冒頭、私、実はこの青森県につきましては、小幡会長からも少しご紹介ありましたように、観光庁に

いるときに 5 回程伺っております。実は、新青森開業が平成 22 年 12 月にございましたので、青森、地

元では「行くたび、あたらしい。青森」という青森ディスティネーションキャンペーンに向けて、色ん

な取組みをされておられました。そういう中で、日本商工会議所の観光振興大会が開業後の寒い 2 月に

確か行われました。あるいはそれより前に、全国旅行業協会のやはり着地型観光の商品の全国の皆さん

での打合せをするようなフォーラム、こんなような場等もございました。そういうことで、度々伺って

おりますし、特にこの青森の新青森開業に向けましたお取組みの中で、東京でも色んな発信をしていこ

うというようなことがございました。「とことん青森 MAX in 原宿表参道」というようなところで、表参

道でも「ねぶた」を登場させて、皆さんの注目を浴びました。そのときも「ちょっと来い」ということ

で、表参道まで色々伺って色んなお話とかさせて頂いたことが記憶に残っております。 



そういう意味で、極めて青森の観光に向けた取組みの地元のご熱心さということを、ひしひしと感じ

ておりました。実は残念ながら、その開業の後の 3 月に大震災が起こりました。新幹線開業後まもない

頃ですので、大変色んな取組みが水を差すような雰囲気はございましたが、やはりそこはそれより前か

ら相当仕込んできていますし、地元の皆様方のそういうお取組みの熱心さがございますので、震災の色々

復旧、復興はしていくんですが、その回復というものについてのまた熱意も皆様方のお取組みというも

のがやはりあったからこそ、青森の観光という意味での入れ込み客も回復してきていますから、そうい

うようなお取組みが非常に重要かなと、このように思っているところでございます。 

そういう青森に色々なところも県の方にご案内をして頂き、下北半島の下風呂温泉、あるいは大間の

有名なマグロの拠点、ここも真冬にご案内頂いたりとか、あるいは津軽鉄道、あるいは太宰治の色々な

生誕に関します記念館、その他も色々なご案内もして頂きました。色んな各地の取組みが多々あります。

そういうような観光に関しましてご熱心な青森において、今日は観光関係の全般の施策、国としての方

針の概略をイントロで申し上げ、新幹線の関係と特に今日のテーマかと思いますが、クルーズの関係等

について、少しイントロ的にご説明をさせて頂ければとこのように思います。 

  

 ●青森の物流と観光の将来に向けて 

 ～観光行政全般をめぐる最近の動き～ 

   総理の施政方針演説「観光立国」、平成 20 年「観光庁」の設置、 

平成 25 年 3・6 月「観光立国推進閣僚会議」等 

 

まず観光全般の動きでございます。平成 15 年の 4 月にビジット・ジャパン事業というものがスタート

致しました。これは小泉内閣のときに、国の政策で、今まではどちらかというと重厚長大型の産業育成

みたいなものが、国の政策としては強く出ていた流れがございましたが、このようなサービス産業に関

しまして、国の政策の位置付けをすると、このような画期的なことが小泉内閣のときにできました。平

成 15 年の 4 月でございます。このとき私も当時まだ三課しかなかった観光部というところの旅行振興課

長というものをしておりました。「1 千万人、インバウンドを目標立てられるか」と官邸からお問い合わ



せが参りました。今は、国土交通審議官や

っております本田という者が、「やりましょ

う」とこのように目途が立てたかどうか分

かりませんが、そのようなことでスタート

致しました。いずれにしましても、総理の

施政方針演説に観光立国ということがきち

っと入りました。その流れの中に平成 20

年の 10 月、観光庁というものが設置をさ

れました。これも中央省庁の中で、新しいこういう 3 条機関と言われる何とか庁とかいうのができるの

は、なかなか困難なことであります。ただ、観光に向けました国としての組織的な側面からもこういう

ものものを推し進めていこうということで観光庁が設置されました。 

そういうような中で、訪日外国人 3 千万人プログラムというものも平成 21 年の 10 月、これは民主党

政権のときでございますが、打ち出しをしております。昨年の 12 月政権交代がなされ、その後平成 25

年の 1 月以降、今の自公政権におきまして、「日本再生に向けた緊急経済対策」等におきましても、この

観光を強く位置づけて進めてきてございます。画期的なことは、この中で観光立国推進閣僚会議という

閣僚レベルでこういう国の施策を取組んでいくということが進められることになり、新聞その他でも大

きく取り上げられておりますが、6 月にこの閣僚会議の中でアクションプログラムというものを取りまと

めたところでございます。この中で色々なビザの緩和その他、今後打っていく施策というものを打ち出

したということでございます。観光立国基本計画というものは、平成 24 年の 3 月に作られたものでござ

います。これは震災の後の機会で、ちょうど見直しの時期にきておりましたので、作られたものであり

ます。観光の裾野の拡大、あるいは質の向上が重要だという点と、東日本大震災の後でございますから、

震災からの復興、これも柱の 1 つに大きく取り上げたということでございます。 

 

 

 



 ～満足度指標の導入～ 

 

 次のこの基本計画の特徴のポイントですが、先程 1 千万人あるいは 3 千万人などと数字の目標という

ものが当然のことながら求められるので、強く打ち出されます。ただ「数字だけでいいのか」という議

論が必ず色々議論していくと出ます。実は、訪れたところが全然よくないサービス、あるいは食べ物は

まずい、変なところを回らされているというような、余りいいサービスでないツアーなんかでたくさん

来ているということは、結果的にファンになるわけではないので、やはり満足度の指標というものが重

要ではないかという議論を散々致しました。外国人の旅行者が感じる満足度、あるいは日本人も含めて、

色んな観光地域を訪れたときの旅行者の満足度というものが重要だということで、この指標を入れてい

こうということで、観光立国の基本計画というものを作りました。 

なかなか満足度の指標というものは難しくて、ここで 3 番と 7 番にちょっと書いてございます。「大変

満足であった」とか、「必ず再訪したい」というのが、どういうパーセンテージになるかとか、こんなよ

うなアプローチしか今のところはございません。ただ、これはこういう政策ですけれど、企業における

色々な商品のマーケティングその他もそうだと思いますが、やはり利用者、あるいは顧客消費者の満足

度、どんなものがこれでいいと評価されているかというと、やっぱりポイントだと思いますので、こう

いう指標を入れて、今、取り組んでいるということでございます。 

 

 ●観光立国実現に向けたアクション・プログラム 

 ～日本のブランドの作り上げと発信～ 

 

この 5 頁でありますが、現、安倍政権において、6 月に作られましたアクション・プログラムでござい

ます。ポイントは本年 1 千万人のインバウンド旅行者を達成する。さらに 2 千万人の高みを目指す、こ

ういう中身でございます。この数字のところは今までとそう変わらないということになるかもしれませ

んが、この 6 頁にございます総理以下閣僚会議の中で、ポイントを 4 つ絞りました。日本のブランドの

作り上げと発信、あとビザの要件緩和、あと受入環境整備、あとは国際会議等の MICE の誘致、こうい



うことでございます。 

まずブランドの作り上げと発信、こうい

うテーマでございます。これは観光の世界、

やはり行政が色々取り組むところで、やは

りオールジャパンによる連携が必要じゃ

ないか。色々「クールジャパン」とか、あ

るいは私どもがやっておる「ビジットジャ

パン」とか色々な取り組みがあります。こ

れはそれぞれちゃんと意図を持ってやるんですが、さもすると少しバラバラ感があるというふうに、そ

ういうご評価を受けることあります。ですからこれは政府全体で共同して行っていくんだという点、こ

の点がポイントでございます。今、実行に向けてどのようなことをしていくかということを観光庁にお

いて、一生懸命色々連携を図るべくやっております。 

 

 ～ビザ要件の緩和～ 

 

次のビザの要件の緩和でございます。これが、新聞その他が比較的大きく取り上げております。大変

スピード感を持って取組むんだという、今の安倍政権の取り組みが政府の中の関係省庁、法務省、ある

いは外務省、警察庁等とのご調整もスムーズに後押しをされました。7 月 1 日からもう既に緩和がされて

おります。タイとマレーシア向けはビザを免除、ベトナム、フィリピン向けは数次ビザ化、あとインド

ネシアの数次ビザに係る滞在期間の延長、7 月 1 日から既に実施されております。非常に東アジアの方々

の日本への旅行、大変急増しております。ですから中国、韓国という隣国、当然すごく重要ですが、新

しい東アジアのマーケット、これは急成長します。ですからこの点もまた視野を広げて進めて頂きたい

と思います。 

あとこの 3 つ目にありますように、クルーズの振興というものをこの中で位置づけております。まず

外国クルーズ船社に対しまして、ワンストップ窓口を国交省の中に開設をしています。また、クルーズ



船の関係について色々大型のターミナルの整理でありますとか、あるいはフライ・アンド・クルーズを

アジアの各国から持ってくるとか、クルーズの振興のところもここで位置づけられております。さらに

この出入国手続きの改善、これは結構クルーズの関係では重要なんですが、一番上の出入国手続きの改

善の一番上の○です。可能な航路の大型クルーズ船について、海外臨船審査の実施、あと自治体さん、

港湾管理者の協力によります、新たな方策を検討していくということで、クルーズ船というたくさんの

方が一度に入国をしていくということについての出入国手続きの改善というところが、これは閣僚会議

で決めている話でございますから、こういう大きなテーマとして位置づけられているということでござ

います。 

 

～外国人旅行者の受入れ環境整備～ 

 

さらに 10 頁のところ、ここは受入の改善の中で、免税制度の在り方というのを右の下に書いておりま

す。消費税の議論が今色々されておりますが、免税の対象品目ということが議論になります。通常消耗

品であるような化粧品とかそういうものが対象になるかならないか、というところでございます。現在

日本ではそこが除かれている、除外されているということになるんですが、諸外国では一般的に免税対

象になっている国が多いということなんかも含めて、ちょっとこれも関係部局と政府の中で検討をして

いくということが、ここの中で記述されております。 

 

 ～国際会議等（ＭＩＣＥ）の誘致～ 

 

あとは MICE―国際会議の誘致・投資の促進。

これは MICE ビジネスというのが極めて重要で

ございまして、日本はこのシェアがちょうど左の

ラインに書いてありますけれど、一貫して今まで

は低下してきているという実態にあります。国際



会議、あるいは国際展示場とかいうコンベンションとかですね、あるいはインセンティブツアーとかそ

ういうことも含めて、MICE と呼んでおりますが、こういうところの取り組みということが遅れている

というふうに言われております。このあたりを今後一生懸命進めていこうということでございます。以

上 4 点が、閣僚会議で決められましたアクション・プログラムの 4 つのポイントということでございま

す。 

  

 ●国内観光の重要性 

 ～国内における旅行消費額～ 

 

それでは観光の関係で国内のほうに少し目を向けてまいりますと、実はインバウンドの関係は非常に

新しいマーケットですし、これを新たに取り込むというのは、日本にとって非常に重要。ただ、やはり

一番宿泊も伴いかつ旅行消費を国内で行うというところでは、日本人の国内旅行というのが、ここの消

費額を見て頂いた中でも非常に大きいわけです。15.1 兆というと 67％ということでございます。先程も

ちょっと申し上げました国内の旅行地、色んな観光地における旅行者の満足度というものがどうだろう

か。これも観光立国基本計画の中に取り込みました満足度を高めていくというところが重要だというこ

ういうような目標の指標を入れましたが、この点をもう一度見直す必要があるのではないか、というこ

とです。値段が安いから外国に日本人が行っているわけじゃなくて、「もう国内のあそこには行ったし、

何か面白くないや」という声が実はあるんじゃないかというところ、ここもよく真剣に考えていかなく

ちゃいけないと思います。 

 

 ～東北観光博の試み～ 

 

13 頁、そういう中で実はこの東北観光博、ここの青森も含めて東北観光博ということで、観光庁のほ

うで平成 25 年の 3 月、この間の 3 月末まで実施してまいりました。東北地域全体を博覧会会場と見立て

て、30 のゾーンを核として、色々な旅のサロンであるとか、旅行客の東北パスポートとか色々なものを



作りながらやってまいりました。実は、こ

れのモデルに私どもがしていたのは、熊本

の阿蘇くじゅうデザインセンターというと

ころで、「ゆるっと博」というような形で、

九州全体をこのような博覧会会場に見立て

たエリア別に色んな地域のいいところを取

り組み、かつそれを案内をできたりとか、

それをどのようにより高めていけれるか、こんなことをしていったというところを参考にしてきていま

す。この「ゆるっと博」への取組みも九州の新幹線全線開業の 10 年前位から一生懸命取組んできて、そ

れで結果を見ているものです。今、九州新幹線効果が全域に広がっていると言われています。これは新

幹線が来たから広がったんじゃありません。地元のこのような取組みが 10 年前からあったからこそ、今

のような面で受けれるこういう観光になったんだろうと、私は思っております。これが東北観光博にお

ける30のゾーンということ。そういうふうなことを色々取り組んできているというところでございます。 

  

 ●東北・北関東へ応援の訪問運動 

 

あとは震災の関係では、東北地域やはり風

評の被害等も含め、被害が多々ございました

ので、これを色々対策の事業ということで、

予算措置でできるところは額は大きくありま

せんがご支援申し上げるということで復興枠

で作ってきているものがございます。その中

で東北とか北関東への訪問運動というところ

で、やはり日本人は非常にこういう震災を受

けられた地域に関して応援をしようというお気持ちが本当に多く、絆という言葉もそういうようなこと



で定着しているように、こういう訪問運動というものを一生懸命呼びかけの中で進めていって頂けまし

た。青森県に関しての事例ということで、ちょっと整理を観光庁にしてもらいましたが、東北復興支援

の 1 千人プロジェクトということで、これは JATA が中心になって 6 県に関しまして 1 千名の社員が色々

各地を訪れ、色んな実地調査とか意見交換なんかが行われた。あるいは下には「十和田湖と奥入瀬渓流

の康楽館を訪ねて」とこのようなところがありますが、平成 24 年の 6 月にこういうような企画をして訪

れたというようなことがございます。このような訪問運動というものが、震災の後各地から東北、北関

東を訪問するということで行われてきたということでございます。 

 

 ～非常にきちっとした弘前市の取組み（滞在型観光の優れた事例）～ 

 

一方、地域の都市にとってみると、その地区において、滞在型の観光を色々実現していくというのが

非常に重要だという認識がございます。弘前市の取り組みというものは、私もちょっとご案内して頂い

たことがございますが、非常にきちっとした、よく足で調べられておられるようなガイドマップ、ある

いは案内というものという意味で、利用者目線での色々なものを作っておられます。それをできるだけ

滞在時間を長くできるようなというメニューづくりをしていこうということで、特に外国人の視点のモ

ニター調査等も進めてきたということが弘前の事例であります。 

  

 ～官民協働した魅力ある観光地の再建・強化～ 

   青森の事例：奥津軽文化の青森ひば材と明治の豪商を辿る旅 

 

それに引き続きまして、安倍政権が昨年の 12 月に誕生し、その後直後に作られた平成 24 年度大型補

正予算、この中で官民協働した魅力ある観光地の再建・強化というものが位置づけられました。これは

観光資源の発掘、それを磨く、あとそれをどのように商品化していけるかという試行ツアーの造成、こ

んなようなところで補正予算を獲得でき、大きな各地域からの期待がございまして、大変多くの地域か

らご応募を頂いたというものでございます。青森の事例です。奥津軽文化の青森ひば材と、明治の豪商



を辿る旅ということで、青森県の五所川原

市ということで、この補正予算の事業とい

うことで取組まれているものでございます。

青森のひば、流通ルートということでござ

いますので、日本初の森林鉄道、津軽鉄道

というところで、澤田社長に先程お会いし

ましたので、澤田社長いらっしゃいますが、

ここに出ているということです。先程「出

てますよ」と言ったのがこれです。津軽鉄道、これで岩木川、このように行く。しかも明治の豪商とい

うことで、立佞武多、あるいは津軽三味線とこういうようなところで全体としてこれが明治の豪商をキ

ーワードに、ストーリーを作るようなことということで、通過型から滞在型観光への転換を図るという

ような、こんなような中身をここで作られるということで、補正予算を活用した事業でございます。 

 

～2015 年北海道新幹線開通に向けて、地域の滞在型観光を～ 

 

2015 年北海道新幹線開通に向けて、このエリアの魅力向上を図っていくというところが目標でござい

ます。今、津軽鉄道の澤田社長も、一生懸命、今度「奥津軽駅」ができると。これは北海道新幹線です

から北海道鉄道会社が運営するんですが、駅は青森県の中にあります。この駅を活用しない訳はないだ

ろうということで、色んな取り組みをどのようにしようかと考えておりまして、JR 北海道が運営するん

だから、JR 北海道のデュアル・モード・ビークルという鉄道とバスの両方を機能する、こういうものが

いよいよ実現をしてきそうなので、この開通のチャンスに奥津軽駅の活性化と共に、津軽地区をどんな

ふうに回れるかなんてこんなようなアイデアで色んなことができるんじゃないかなといって、今、青森

県とも色々お話をしているようなところであります。というようないずれにしましても、地域の滞在型

観光に向けて色んな取り組みをどんどんどんどん手を打っていくということが重要かとこのように思っ

ております。 



 ●鉄道と海運の活動 

～東北新幹線の効果～ 

 

それでは新幹線の関係を説明しないと、

鉄道局として何をしに来たか分かりません

ので、21 頁。まず、東京―新青森駅、2 時

間 59 分になりました。なんと私が子供の頃、

東海道新幹線ができて、東京―大阪は確か

3 時間 10 分だったと思います。いや、それ

を割っちゃって 2 時間 59 分ということで、

こんなに近い、こんなに高速な新幹線がで

きた。利用者は大幅に増加、22％増ということであります。大震災がございましたが、観光の入れ込み

客数はこのように増えております。もちろん震災のときはへこみます。が、そういうときにジリ貧にな

らずに、震災後も前年平均 10.5％増前後で推移しています。先程色々なお話もございました。

「A-FACTORY」、ねぶたの家の「ワ・ラッセ」、あるいは「アスパム」等、それぞれ色々プラス 6 万人、

あるいは 13％増等、色んな取組みをされておりますので、観光入れ込み客の増加というものがこれだけ

のものが効果があります。ですからこれを色々申しました、さっきの九州の例じゃありませんけど、面

でどんどん広げていくということが重要だと思いますし、また先程言いました奥津軽の方も新しい駅が

できていくということですから、県内、県域、どんどんこのような形を広げていくということが重要か

と思います。 

 

 ～青函トンネルの貨物鉄道輸送～ 

 

 物流関係ですが、JR 貨物が担っています青函トンネルを通過していく貨物鉄道輸送、これをご紹介を

申し上げたいと思います。青函トンネルの列車ですが、貨物列車が上下で 51 本、今、旅客列車は 24 本



でございます。3 対 7 の比率で貨物が 7 割です。これは青函トンネルを使って、北海道と本州の貨物の

鉄道における流動というものは、これだけ太い、太い幹が右側に出ています。東海道、山陽に負けませ

ん。このような流動でございます。というのは、トラックはそのままここで本四架橋のようなものはあ

りませんので、青函トンネル、鉄道で行くのが特性として現れる、こういうようなことで大きなウエイ

トを持っております。北海道発着貨物につきまして、全体としましても発送 38％、到着で 42％とこれだ

けの大きな流動を JR 貨物の鉄道貨物輸送が担っているということであります。どういう品目かというも

のは、もちろん北海道のいわゆる食料品であるとか、野菜等と共に宅配貨物でありますとか飲料水、書

籍、雑貨その他、こんなようなところが運ばれ出るということでございます。さらに青函トンネルの貨

物鉄道輸送について、北海道と今度東北 6 県で見てみますと、24 万トン、23 万トンという上り下りなん

ですが、青森県、6 県のうちそれぞれ 18％、14％のシェア、ウエイトを持っております。でございます

ので、この青函トンネルを活用した貨物鉄道輸送というものが、東北 6 県、また青森県にとっても本当

に大きな県民の生活を支えている大きな役割を持っているというところのご紹介をちょっと申し上げた

というところであります。 

  

  

～海運と鉄道の連携による海峡部の 

物流リダンダンシー（予備的補完機能）確保～ 

 

 あとは大震災が起こったときに、国交省の今非常に重要な政策課題である、色んな意味でのリダンダ

ンシーをどのように確保していくかというところであります。実はこの震災が起こったときに、この×

となっている地図のところ、これが鉄道輸送も駄目になりました。道路も駄目です、といったときに日

本海側の磐越西線であるとか、日本海の沿岸路線です。これは通常の石油輸送ルートではないところで

す。ここを鉄道、JR 旅客会社等ともよく調整をした上で、緊急石油輸送実績を致しました。20 キロリッ

トル積タンクローリー換算で 2,850 台分ということを平成 23 年の 3 月から 4 月行われました。というこ

とで鉄道のネットワーク、輸送網の確保がされているということで、この物流リダンダンシーが確保で



きたとこのように大きく評価されているところであります。 

一方、今後のことをまた考えますと、どんなようなところで大きな自然災害も起きる可能性もありま

す。 

こういったときに、特にこういうような燃料油というようなところというのは、燃料の油類ですね、

緊急の石油とかこういうものというのは災害時にとって生活機能にとって最優先の物資だと思います。

でありますので、やはりこれをいかに確保するかというときが緊急輸送対策としても重要という意味で、

物流リダンダンシーの確保という面が重要だと思います。 

青函トンネルについては、危険品輸送が、これはどうしても危険品でありますし、ああいうトンネル

ですから、ここは制限なりがかかってきております。ガソリンなんかは貨車１台当たり 100 リットル以

下とか、このような規制もかかっています。でございますので、いずれにしましても何らかこのような

災害が起こったときの物流リダンダンシーというようなことであれば、このあたりを青函の海運とあと

青森からの鉄道輸送というようなところでのこんなようなリダンダンシー、多元性のこういうような構

築というのが重要じゃないかな、なんていうことを政策課題とすれば考えたりしているところでありま

す。 

  

～クルーズの活用～  

 

それでは次のご講演に向けてのイント

ロ的にクルーズの関係の政策その他を申

し上げます。後で詳しくお話ございますの

で、私のほうは今の現状だけ。クルーズエ

リアと拠点港というのがこの頁。外国船社

のクルーズの寄港回数でございます。2011

年はこれはイレギュラーな数字です。大震

災がございました。ですが全体として乗客



数も右肩上がりで寄港数も非常に増えてきております。476 隻というのが 2012 年の実績でございます。

外国船社のクルーズ船の寄港回数については、2005 年から整理をしてあります。もちろん長崎とかある

いは横浜とか大きな港等が多々あります。が、2012 年の下から 4 番目の別府であるとか、あるいは 2008

年の下から 2 つ目の宇野、あるいは 2007 年下から 2 つ目の境であるとか、2006 年の上から 4 つ目萩だ

とか、こういうふうにそれぞれ大きな港でないところも一生懸命クルーズ船の寄港というものをセール

スをしているし、実績が上がっています。観光庁に作ってもらったんですけど、「これ、青森入っていま

せんけどいいですか」と言われて、「いいです」と言って参りました。来年以降入ってくる筈でございま

すので、その楽しみということでこの頁をご紹介ということです。 

 

30 頁は、北東アジア。これはどちらかというと九州、沖縄が明らかに有利です。でございますので、

こういうようなものを北東アジアに展開しているところを日本のほうにも持ってこようと、こういう展

開を九州地区では一生懸命取組んでおられますし、まあ経済波及効果は、やはりもう説明するまでもな

く、福岡市、長崎県、それぞれ地域で計算をしておりますが、特に消費における経済波及効果が莫大な

ものであるというふうに整理がされています。それで先程閣僚会議の中でも申し上げました、クルーズ

振興の関係も色々進めていくということの中で、国土交通省の中の海事局、港湾局、観光庁、密接に連

携をして進めていくということでございますし、全国クルーズ活性化会議というものも活用しながら進

めていこうと、このようなところを現在取り組んでいるところであります。 

そこで 25 年度のビジット・ジャパン事業の中で、クルーズプロモーションというところが平成 25 年

度事業でございます。実は、これは先程もちょっと申しました、10 年前私が旅行振興課長をやっている

とき、ビジット・ジャパン事業というものが立ち上がった１年目でした。みんなで「何やっていいんだ

ろう、分かんねえな」と言いながらテーマ別にアメリカ向けには何やろうか、ヨーロッパ向けには何や

ろうかという五大市場でやっておりました。アメリカ向けで、そういえばマイアミでクルーズの大きな

コンベンションなりをやっているというふうに聞くと、そこに出展をしていったらどうだろうかといっ

て、確か横浜港の方にお声かけをし、「ポートセールスの関係でどうですか」なんて言いながら、よちよ

ち歩きでしたけれどやっておりました。10 年前でございます。「アメリカ担当をやれ」とこうも言われた

ので、私もそれでこのクルーズのプロモーション、コンベンションって大事だな、なんて思っていまし



た。 

ただ当時、そんななかなか寄港する人はそう多くないし、さっきの数字のグラフを見れば分かります

が、あれは 2005 年なので 7 年前でまだ 199 隻ですから、その前ですからもっと低くて、大体クルーズ

が日本に来て、なんかイメージがカリブ海と地中海とも違うし、「来るのかあ」なんてそんなようないい

加減な分析をしながら、まだやっていた時代です。ただ数字上を見ましたら、もう今これだけのウナギ

上りに増えてきています。ということで、やはり色んな仕掛けは直ちに結果は１年後に出なくても一生

懸命な取組みをしていく必要があるんじゃないかと思います。マイアミで行っていますクルーズコンベ

ンションに出展をする。あるいは招聘の関係では、日本にやはり寄港回数の増加を見込まれる、船社の

キーパーソンを呼んで招請をする。招請をしたときに、実はその後背地の地域をよく見てもらって、い

いところを見てもらう。日本の各地、先程言いました観光地の魅力って、非常に多いです。特に欧米の

方々、そのあたりはなかなか知らないです。見てもらって実感するということで、素晴らしさを発信し

てもらう、こういうような意味での招請事業というものがこのクルーズプロモーションの中にも入って

おります。こういう中で港湾関係者もどんどん参画をして頂きたいと思います。 

  

今後の予測でございますが、プリンセスク

ルーズは 2014 年から 7 万トン、11 万トン 2

隻で日本を中心としてクルーズを展開してい

く、このように発表をしているということで

あります。今後想定される寄港パターンの右

側のほうですね。太平洋・南太平洋からのク

ルーズ船、こういうところは 10 泊以上のスケ

ジュールで来られるということで、今後の日

本の寄港地なんかを増やすパターンなので、太平洋側は室蘭、釧路、青森から日本海側の境、舞鶴等を

想定されるということでありますので、こんなようなところの色々クルーズの誘致のプロモーションが

重要かなと思います。 

 



 ●終わりに～ 

 

最後の頁です。先程市長からご紹介がありました。「サン・プリンセス号」の出航の見送りであるとか、

写真がこう付いております。平成 25 年には 18 隻というのが今の予定だというふうに聞いております。

こういうクルーズの寄港実績を今後もどんどん海運関係、あるいは港湾関係の関係者と青森県は冒頭私

が申し上げましたように、観光で人を呼び込むというところの取り組みに極めて熱心でございますし、

実績もあります。このあたりがタイアップして、いい青森振興、あるいは海運物流関係の振興につなが

るということを私としては大きく期待をしているところでございます。私の話はいずれにしましてもイ

ントロみたいなものでございますので、私の後のそれぞれのご講演者から中身のある話をじっくり後で

聞いて頂ければと思います。ありがとうございました。 




















	田端次長スライド
	鳥谷部氏スライド
	第14回フォーラム講演録(統合版)1.pdf
	中上質１（第14回）3.pdf
	小幡会長（照会用）済4
	青山副知事（照会用）済4
	鹿内市長（照会用）済4
	田端次長（照会用）済4
	鳥谷部氏（照会用）済3
	4★20130904 海事・観光立国フォーラム  新井社長講演 講演録【確定】
	第14回写真ページ(案2) [互換モード]


